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学校給食共同調理場の現状

【平北部学校給食共同調理場】
〇 建築年月：1972年（昭和47年）8月 築後53年経過

旧耐震基準
〇 調理食数：3,539食（小学校 8校、中学校 5校）
〇 職員数：事務職2人、栄養職員2人、調理員39人（週5日 25人、週3日 14人）

【三和学校給食共同調理場】
〇 建築年月：1966年（昭和41年）5月 築後59年経過

旧耐震基準
〇 調理食数：274食（小学校 3校、中学校 2校）
〇 職員数：事務職2人、栄養職員1人、調理員9人（週5日 6人、週3日 3人）

【平南部学校給食共同調理場】
〇 建築年月：1982年（昭和57年）4月 築後43年経過

新耐震基準
〇 調理食数：3,135食（小学校 7校、中学校 4校）
〇 職員数：事務職2人、栄養職員2人、調理員31人（週5日 22人、週4日 3人、週3日 6人）

【四倉学校給食共同調理場】
〇 建築年月：1977年（昭和52年）4月 築後48年経過

旧耐震基準
〇 調理食数：2,614食（小学校 8校、中学校 3校）
〇 職員数：事務職2人、栄養職員2人、調理員27人（週5日 24人、週3日 3人）

※ 小名浜給調：1997年（平成9年）5月 築後28年経過 勿来給調：2015年（平成27年）11月 築後10年経過
常磐給調：2007年（平成19年）4月 築後18年経過
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新たな学校給食共同調理場の整備・運営方針

➢ 学校給食共同調理場の整備に当たっては、まず、平北部と三和を統合し、その後、平南部と四倉を統合する計画とし
ていたが、施設の老朽化の状況や、児童生徒数の減少傾向を踏まえ、平北部・三和・平南部・四倉の4給調を統合する。

➢ 新たな学校給食共同調理場の整備・運営については、DO＋B方式（※）により整備・運営を行う。
※ 設計（D）と運営（O）を一括発注し、その後、建設工事（B）を一般競争入札により発注する方式
※ 運営（O）は、調理業務と施設の維持管理業務を民間事業者へ委託

新たな学校給食共同調理場の整備内容

〇 事業用地：好間工業団地内 18,265㎡
〇 調理能力：9,000食

（食数については、設計前に改めて精査する予定）

〇 配送校数：40校（小学校26校、中学校14校）
〇 延床面積：約5,100㎡
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新たな学校給食共同調理場の整備に係る課題への対応

〇 安全・安心な給食提供への影響
→ 新たな学校給食共同調理場での調理業務は、民間事業者に委託することとなるが、県内の学校給食共同調理場61
施設のうち51施設（83.6％）が民間委託しており、十分な実績がある。
→ 調理業務の委託後においても、献立の作成や食材の発注・検収は、これまでどおり栄養職員（県職員）が担うこと
になることから、地元食材の活用を含め、引き続き安全で美味しい給食を提供できる。
→ 食材の発注についても、これまでどおり市内の事業者に依頼する。

〇 食育指導への影響
→ 配送校が40校となることで、栄養職員1人当たりの担当校が大きく増加するが、現在実施する食育指導が引き続き
可能となるよう、栄養職員を配置する県教委に対して加配を要請するほか、市独自の加配についても検討する。

〇 調理員の継続雇用
→ 現在、市で雇用する調理員のうち、新たな調理場での勤務を希望する調理員については、受託する運営事業者に
対して継続して雇用することを要請する。

〇 配送業務への影響
→ 配送校が40校となり、配送距離が最大で24.3キロ、配送時間が最大で35分となる見込みであるが、配送車両の増
大等により、学校給食衛生管理基準で定める2時間喫食は可能である。

事業スケジュール

〇 令和7～8年度：DO発注に係るアドバイザリー業務委託
〇 令和9年度：施設設計
〇 令和10～11年度：施設建設
〇 令和12年4月：供用開始（現時点での想定）
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